
10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

2,163

253,818

子育て・健康推進課

児童福祉事務人件費

単独

所管課

0

▲ 26,558

▲ 737

122

国

2,041

5,587

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

226,513

1,788  

 

2,163

補助単独の別

233,526

 

 

児童福祉総務費

4,639

当初要求　②

前年度

①

261,446

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童福祉に携わる職員の人件費

児童福祉に携わる職員の人件費
事業
目的

233,526

4,850

事業
概要

 227,099

 

4,850

234,888

⑤(増減額)

1,362

1,362

今年度
見直し
事 項

227,875

0

▲ 25,943



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

127,566

子育て・健康推進課

児童扶養手当支給事業

補助

所管課

0

8,422

2,843

0

国 63,660

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

133,145

 

 

補助単独の別

200,512

 

 

児童福祉総務費

66,791

当初要求　②

前年度

①

191,226

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

ひとり親家庭等における児童が18歳に達した日の属する年度の終了するま
で（障害児の場合は、20歳になるまで）、その児童を養育している者に対し
て、手当を支給する。

対象者の家庭における生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童につ
いて児童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進を図ることを目的とする。

離婚による受給資格者の増加に伴って、全体の支給額が増大している。

事業
目的

199,648

66,503

事業
概要

 133,721

 

66,503

199,648

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

133,145

0

5,579



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

105

100

子育て・健康推進課

助産施設措置費

補助

所管課

0

20

10

5

国

100

200

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

105

105  

 

105

補助単独の別

420

 

 

児童福祉総務費

210

当初要求　②

前年度

①

400

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

経済的理由により出産費用の支払いが困難な妊産婦に対し、出産費用の
助成を行う。

母子の保護および生活の安定を図る。

不況の長期化、雇用の不安定化という状況の下、生活困窮のため出産費
用の捻出が難しい妊産婦が増えることが見込まれる。

事業
目的

420

210

事業
概要

 105

 

210

420

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

105

0

5



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

752

1,061

子育て・健康推進課

家庭児童相談室運営事業

補助

所管課

0

▲ 52

0

▲ 309

国

1,061

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,318

752  

 

752

補助単独の別

2,074

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

2,122

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童に関する相談、指導を行うとともに、要保護児童に関わる関係機関に
対し調整、コーディネートを行う。

家庭における適切な児童養育を図ることにより、児童の健全育成を図る。

少子化・核家族化等、子育て環境が変化する中で児童虐待・養護・家庭内
の問題等についての相談が増加傾向にあり、内容は複雑化してきている。

事業
目的

2,070

事業
概要

 1,322

 

2,070

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

1,318

0

257



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

48

24

子育て・健康推進課

災害遺児手当支給事業

補助

所管課

0

48

0

24

国

24

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

48

60  

 

48

補助単独の別

120

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

48

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

災害や事故、自殺により養育者が死亡又は、障害の状態となった義務教育
修了前の児童を養育者に代わって養育する者に対して、手当を支給する。

対象者の家庭における生活の安定に寄与するとともに、災害遺児の健全な
育成を図り、もって、児童の福祉を増進することを目的とする。

突然の災害や不慮の事故等に遭遇した家庭に対して、経済的な支援をし
ている。

事業
目的

96

事業
概要

 60

 

96

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

48

0

24



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

0

福　祉　課

特別児童扶養手当支給事務費

補助

所管課

0

3

3

0

国 134

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

 

 

補助単独の別

137

 

 

児童福祉総務費

137

当初要求　②

前年度

①

134

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

２０歳未満の精神または身体に中程度以上の障がいを有する児童を在宅
で監護する父もしくは母、または父母に代わってその児童を養育している人
に支給される特別児童扶養手当の支給に関する事務的経費

特別児童扶養手当制度は精神または身体に障がいがある在宅児童を監
護、養育している人に手当を支給することによりこれらの児童の福祉の増進
を図ることを目的としている。

特別児童扶養手当の支給実務は鳥取県が行い、市はその事務手続き（書
類の受理・進達、所得状況の確認等）を行っている。手当月額は１級　５０，
７５０円、２級　３３，８００円

事業
目的

137

137

事業
概要

 0

 

137

137

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

0

0

0



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

54

福　祉　課

心身障害児福祉手当支給事業

単独

所管課

0

▲ 54

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

 

 

補助単独の別

54

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

54

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

特別児童扶養手当の支給対象とならない障がい児のうち一定の要件を満
たした児童の保護者への手当を支給

心身障害児福祉手当支給により、対象世帯への経済的支援を行い児童の
福祉増進を図る。

特別児童扶養手当の支給対象とならない障がい児のうち一定の要件を満
たした児童の保護者への手当を支給することによる対象世帯への経済的支
援のために実施するものである。

事業
目的

0

事業
概要

 54

 

0

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

0

0

▲ 54



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

90

96

子育て・健康推進課

親子関係づくり支援事業「境港・ハッピー子育て応援団」

補助

所管課

0

▲ 12

0

▲ 6

国

96

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

90

103  

 

90

補助単独の別

169

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

192

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

小児科医師、助産師、大学からの講師を迎えて行う、７回シリーズのよりよい
親子関係づくりの学習会。親子関係の確立や地域の中での子育てしやす
い環境づくりを行う。

人との関わり方、特に子どもとの関わり方、コミュニケーションスキルについ
て学んだり、境港市の自然環境を生かした遊びや家庭でも出来る手遊び等
を紹介し、親子関係の確立、子育て不安解消の一助とする。

 核家族化や転勤などで周囲との交流が稀薄化する社会環境の中、育児不
安を抱き、子どもとの関わりについて悩む父母も多い。

事業
目的

180

事業
概要

 66

 

180

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

90

0

▲ 6



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

769

3,958

子育て・健康推進課

児童発達相談センター運営事業

補助

所管課

0

291

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 933

4,085

 

 

補助単独の別

5,018

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

4,727

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

発達の気になる子どもの早期発見と、その子に対し個々の発達段階に応じた適切な療育を行うとともに、保護者の支援及び助言を
行う。

発達の気になる子にとっては、早期発見と早期療育が、社会適応能力を高
めるためには重要なことである。医療、保健、福祉、教育等の関係機関と連
携を図り、早期発見と適切な療育を行い、心身の発達を促す。

幼稚園や保育所の中で、集団生活が苦手で友達の輪に入れない子、ゆっ
くりと人の話が聞けない子などが増加傾向にある。

事業
目的

5,018

事業
概要

1,155

 3,863

 

5,018

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

933

4,085

164

127



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

28

34

子育て・健康推進課

子育て短期支援事業

補助

所管課

0

0

25

0

国 7

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 28

9

 

 

補助単独の別

69

 

 

児童福祉総務費

32

当初要求　②

前年度

①

69

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保護者の疾病等により児童を家庭で一時的に養育できなくなった場合に、
児童を児童養護施設において一定期間養育、保護を行う。

養育が困難となった保護者に代わり一時的に児童養護施設で養育すること
により、児童の健全育成を図る。

核家族化、人間関係の希薄化等により、一時的な養育を頼める相手がいな
い保護者が増えている。

事業
目的

69

32

事業
概要

28

 9

 

32

69

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

28

9

0

▲ 25



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

18,247

7,436

16,046

教育総務課

児童クラブ運営事業

補助

所管課

0

▲ 2,161

0

▲ 1,027

国

19,274

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 8,089

14,259

17,233  

 

18,247

補助単独の別

41,318

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

42,756

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校低学年児童に対して、市
内各地区（７か所）に児童クラブを開設。原則、平日は授業終了時から１７
時３０分まで、土曜日・長期休業日は８時３０分から１７時３０分まで児童を預
かり、遊びや生活の場を提供している。

クラブで児童を預かり、保護者の就労を支援するとともに、児童の健全育成
や自立支援を図る。

各地区の児童クラブは、平成21年度までは市の委託事業として運営してい
たが、サービスの拡充を求める保護者からの声に対応するため、平成22年
度より市の直営とし、サービスの拡充を図る。

事業
目的

40,595

事業
概要

7,831

 16,254

 

40,595

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

8,089

14,259

653

▲ 1,787



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

4

10

子育て・健康推進課

地域子育て支援センター親子菜園

補助

所管課

0

▲ 12

0

▲ 6

国

10

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

4

4  

 

4

補助単独の別

8

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

20

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

地域子育て支援センター園庭にある親子菜園で野菜を栽培し、親子が土
や野菜とふれあう機会を提供する。

親子が土とふれあいながら苗植え、水遣り等を行うことにより、作物の成長
過程、収穫の喜びを体験する。

自然環境の悪化、遊び方の変化等により、子どもの体験活動の機会が減っ
た。

事業
目的

8

事業
概要

 4

 

8

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

4

0

▲ 6



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

13

24

子育て・健康推進課

家族で遊ぼう休日プレイルーム開設事業

補助

所管課

0

▲ 20

0

▲ 10

国

23

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

14

13  

 

13

補助単独の別

27

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

47

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

毎月１回、日曜日に保健相談センターの講堂を開放し、プレイルームを開
催する

休日開催することで、平日参加しにくい就労家庭や父親の参加を可能と
し、子育て家庭の交流や子育て家庭への支援を行う。

核家族化の増加等、子育て家庭を取り巻く社会的環境が変化する中、子育
ての悩みを抱える親が増えている。

事業
目的

27

事業
概要

 14

 

27

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

14

0

▲ 10



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

30

子育て・健康推進課

要保護児童対策地域協議会運営事業

単独

所管課

0

▲ 3

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

14

 

 

補助単独の別

27

 

 

児童福祉総務費

13

当初要求　②

前年度

①

30

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

境港市要保護児童対策地域協議会代表者会の開催

被虐待児を含む要保護児童に関して、情報の交換を行い、その適切な支
援を検討し、もって児童の適切な保護を図ることを目的とする。

平成16年の児童福祉法の改正により協議会設置が可能となり、鳥取県下で
は、平成19年度中に全ての市町村で設置されている。

事業
目的

27

13

事業
概要

 14

 

27

⑤(増減額)

▲ 13

13

今年度
見直し
事 項

27

0

▲ 3



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

260

0

子育て・健康推進課

境港・ハッピー赤ちゃん登校日

補助

所管課

0

▲ 237

▲ 183

0

国 183

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

103

 

 

補助単独の別

206

 

 

児童福祉総務費

103

当初要求　②

前年度

①

443

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童と赤ちゃん・保護者とのふれあい。児童は自己肯定感、役立ち感を育
み、赤ちゃんと保護者は命の大切さや親子関係づくりについて考えるきっ
かけとする。

思春期の若者の心や体の健康が問題となっている現在、児童が、赤ちゃんとふれあい、成長していく姿を見たり、子育て中の人の
声を聞くことにより、命の大切さを学び、相手の気持ちを思いやる心、自己肯定感、役立ち感を育てていく。

また、子育て中の親も子どもとの関わり方、親子関係づくり、自己肯定感や役立ち感を育てていくことの大切さを学ぶ。

親子関係づくり支援事業の中心的な事業として位置づけている。

事業
目的

206

103

事業
概要

 103

 

206

⑤(増減額)

▲ 103

103

今年度
見直し
事 項

206

▲ 260

206



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

27

子育て・健康推進課

児童虐待防止研修会事業

補助

所管課

0

▲ 54

0

▲ 27

国

27

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

27  

 

補助単独の別

54

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

54

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童福祉に携わる職員や関係者を対象とし、児童虐待防止を目的とした研
修会を開催する。

児童虐待についての理解を深めることにより、関係者のスキルアップを図
る。

虐待相談、事例が増加傾向にある中、児童福祉に携わる職員のスキルアッ
プが求められている。

事業
目的

0

事業
概要

 27

 

0

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

0

0

▲ 27



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

68

40

子育て・健康推進課

児童虐待防止啓発事業

補助

所管課

0

62

0

34

国

34

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

68

45  

 

68

補助単独の別

91

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

74

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童虐待防止に携わる関係機関職員及び市民に対し、児童虐待防止を啓
発する。

関係者および市民が児童虐待についての現状と認識を深め、児童虐待に
ついての意識向上を図ることにより、児童虐待防止につなげていく。

児童虐待に関する相談件数は増加傾向にあり、全国では死亡事例が相次
いでいる。

事業
目的

136

事業
概要

 46

 

136

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

68

0

28



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

92

147

子育て・健康推進課

命の大切さ伝え隊派遣事業

補助

所管課

0

▲ 109

0

▲ 55

国

147

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

93

77  

 

92

補助単独の別

185

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

294

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

助産師による講話。命の成り立ちやその神秘さ、大切さを学び、親子の関係につ
いて考え、ふれあいの大切さを認識して、絆を強めていくきっかけとする。

命の成り立ちやその神秘さ、大切さを学び、親子の関係について考える機会を持つことは、改めて親子のふれあいの大切さを認識
して、絆を強めていくことにつながる。

本事業を通して、命の大切さ、親子とのふれあいについて考え、体験する機会をつくることで、よりよい親子関係づくり支援を行って
いく。

また、保護者会との共催とし、会の活性化へもつなげていく。

核家族化や転勤などで周囲との交流が稀薄化する社会環境の中、育児不安を抱
き、子どもとの関わりについて悩む父母も多くなっている。

事業
目的

185

事業
概要

 108

 

185

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

93

0

▲ 54



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

72

74

子育て・健康推進課

家族のふれあい促進事業

補助

所管課

0

▲ 3

0

▲ 2

国

74

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

73

 

 

72

補助単独の別

145

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

148

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保護者会等と幼稚園・保育園(所)、行政が連携して「親子関係づくり」を推
進するため、ノーテレビデー運動に取組み、家族のふれあいを促進する。

テレビを消して家族で会話を楽しんだり、絵本の読み聞かせをしたりして、
家族のふれ合い「親子関係づくり」を促進し、子どもの情緒の安定や自尊心
の高揚等を図る。

全国的にメディアとの長時間接触により、集中力を欠く子やコミュニケーショ
ンの苦手な子が増加傾向にあり、「親子関係づくり」が課題となっている。

事業
目的

145

事業
概要

 145

 

145

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

73

0

▲ 1



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

1,707

1,055

教育総務課

児童クラブ運営費補助金

単独

所管課

0

▲ 135

0

76

国

1,631

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

844

1,707  

 

1,707

補助単独の別

2,551

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

2,686

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校低学年児童に対して、社
会福祉法人が運営する夕日ケ丘学童クラブを開設し、平日は放課後授業
終了時から１８時まで、土曜日・長期休業日は９時から１８時まで預かり（時
間延長保育も実施）、遊びや生活等の場を提供している。夕日ケ丘学童ク
ラブ運営費の市費負担分を予算化している。

クラブで児童を預かり、保護者の就労を支援し、児童の健全育成を図る。

平成２０年度からクラブを開設し、夕日ヶ丘地区、隊内官舎、三軒屋地区の
児童を預かっている。

事業
目的

2,551

事業
概要

 844

 

2,551

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

844

0

▲ 211



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

150

150

子育て・健康推進課

子育てサークル活動補助金

補助

所管課

0

0

0

0

国

150

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

150

150  

 

150

補助単独の別

300

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

300

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

子育て中の親子で組織する子育てサークルに対し、活動費の助成を行うこ
とにより、活動の活性化を図るとともに継続した運営を行うことを支援する。

子育てに悩みや不安を抱えている人が増える中、子育てサークルの活動
は、同じ立場の者同士が集まり交流することにより、子育ての喜びや悩みを
共有することで、育児不安の解消や孤立化を防ぐ役割がある。その活動を
支援することにより、地域の子育て環境の充実を図る。

核家族化や少子化が進むことにより、孤立になりがちな子育て家庭が増え
ている。子育てに対する不安、ストレスを解消する場として、また児童虐待予
防としての観点からも地域の中で子育て家庭を支えていく組織を育成して
いく必要がある。

事業
目的

300

事業
概要

 150

 

300

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

150

0

0



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

77,615

65,932

子育て・健康推進課

子どものための手当支給事業

所管課

0

▲ 126,878

▲ 151,352

11,914

国

65,701

517,685

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

78,492

66,028  

 

77,615

補助単独の別

528,525

 

 

児童福祉総務費

395,769

当初要求　②

前年度

①

649,318

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

中学校修了前の子どもを養育している者に対して、月額10,000～15,000円
の手当を支給する。（所得制限世帯は月額5,000円）

次世代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援するため。

平成２２年３月までの児童手当に代わり、平成２３年４月から子ども手当制度
が始まり、所得制限がなくなり、誰でもが支給対象となるとともに、手当額や
対象年齢も拡充された。

事業
目的

522,440

366,333

事業
概要

 66,728

 

366,333

522,440

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

児童手当の所得制限の撤廃、児童
手当相当額に上乗せして児童一人
当たり一律月額１３，０００円を支給す
ることとなった。

78,492

0

12,560



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

152

子育て・健康推進課

児童発達相談センターペアレントトレーニング事業

所管課

0

▲ 83

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

69

 

 

補助単独の別

69

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

152

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

児童発達相談センター「陽なた」において、通ってきている子ども等の親に
対して、子どもとの関わり方などのトレーニングを行う

発達等に不安がある子どもとの関わり方がわからなくて、悩んでいる親に対
し、専門的領域からのトレーニングを行うことで不安感の解消を図り、よりよ
い子育てにつなげる。

子どもの発達に不安を抱いている親は多い。「陽なた」に通所されている子
どもには療育指導をおこなっているが、同時に親の支援をすることでよりよ
い効果がある。また、関わり方がわからなくて虐待につながるケースもある。
そういう親に対し、子どもとのかかわりについて支援する必要性がでてきた。

事業
目的

69

事業
概要

 69

 

69

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

69

0

▲ 83



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

72

97

子育て・健康推進課

きらきらまつり開催事業

補助

所管課

0

▲ 49

0

▲ 24

国

96

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

72

72  

 

72

補助単独の別

144

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

193

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

市内の子育てサークルと市子育て・健康推進課が主催し、子育て支援関係団体に出展及びスタッフとして協力を得て、未就学児を
対象としたイベントを開催する。

　ステージ、お店、遊び、手作り等各コーナーを開設する。

子育てサークルをはじめ子育て支援団体と開催する。イベントを通じ、親子の交
流、コミュニティーの活性化の促進を図る。

現在、少子化や核家族化の進行等により、子育てをする環境が変化し、子育てにおわれ孤
立感や不安を抱く親が多くなってきている。

親子での交流の場・機会・情報等を提供することで子育ての不安感の解消、コミュニティー
の活性化の促進を図る必要がある。

事業
目的

144

事業
概要

 72

 

144

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

72

0

▲ 25



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

0

1,308

子育て・健康推進課

地域子育て支援センター運営事業

補助

所管課

0

5,389

2,180

0

国 3,960

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 3

4,514

 

 

補助単独の別

11,800

 

 

児童福祉総務費

6,140

当初要求　②

前年度

①

5,268

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

市内２箇所にある地域子育て支援センターにおいて、子育て家庭の交流の
場や子育てに関する情報の提供、講習会などを通じ、子育て家庭やサーク
ルの育成・支援をおこなうための運営費。

地域子育て支援センターを設置することにより施設や地域において多くの親子の
交流を育むことができる。

現在、少子化や核家族化の進行等により、子育てをする環境が変化し、子育てにおわれ孤立感や不
安を抱く親が多くなってきている。子育て家庭の交流の場や子育てに関する情報の提供、講習会な
どを通じ、子育て家庭やサークルの育成・支援をおこない、コミュニティーの活性化の促進を図る必要
がある。

事業
目的

10,657

6,140

事業
概要

 5,660

 

6,140

10,657

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

3

4,514

3

3,206



10

3

2

1

増減

その他

離乳食に関する事業については、引
き続き母子保健事業の中で実施する
こととし、就学前までの児童・保護者・
保育関係者を対象とする。

⑥－①

47

94

0

子育て・健康推進課

食育推進事業

所管課

0

0

0

47

国

0

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

47

 

 

47

補助単独の別

94

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

94

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

・食育の重要性について理解を深めるため、講演会や学習会を実施する。

・食物アレルギーについて理解を深めるとともに、当事者同士が身近に相談できるような体制づくりを進めるために、交流会を実施
する。

・生産者との距離を身近に感じたり、食への興味を高めるきっかけとするため、幼保の園児や保護者と生産者との交流会を実施す
る。

幼児とその保護者、保育施設の関係者などに正しい食育に対する理解を
深めてもらい、子どもの頃から正しい食事・食生活を身に付けることで、健や
かな心身の発達につなげ、将来の社会を担う社会人を育てる。

これまでいろいろな事業の中で食育に関することを行っていたが、食育の重要性
をより市民に周知、促進を図るため、単独で事業展開する。

事業
目的

94

事業
概要

 94

 

94

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

47

▲ 94

47



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

2

子育て・健康推進課

鳥取県家庭相談員連絡協議会負担金

所管課

0

2

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

4

 

 

補助単独の別

0

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

2

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

市の家庭相談員が、鳥取県家庭相談員連絡協議会に会員として所属し、
県内及び全国での研修を通じて事例や情報などを共有することで相談員
の能力向上を図る。

事業
目的

4

事業
概要

 0

 

4

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

4

0

2



10

3

2

1

増減

その他

⑥－①

0

子育て・健康推進課

地域子育て支援センター施設整備事業

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

 

 

補助単独の別

2,649

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

0

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

地域子育て支援センターフェンスの補修工事、点検にて指摘をされた遊具
の撤去等の費用

事業
目的

0

事業
概要

 2,649

 

0

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

0

0

0



10

3

2

1

増減

その他

絵本やアナログゲームの利用率も多
く、こどもの手にふれるものであるた
め、常に清潔で安全な状態で維持管
理が必要である。

⑥－①

0

子育て・健康推進課

地域子育て支援センター環境整備員配置事業

単市

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

 

 

補助単独の別

1,941

 

 

児童福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

0

事業名

一　般　会　計

民　生　費

児童福祉費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

地域子育て支援センターにおいて、環境整備員を配置し、施設内外の清
掃や維持管理、絵本やアナログゲームの維持管理業務を行う。

地域子育て支援センターに環境整備員を配置し、芝生等園庭維持管理や
絵本・アナログゲームの維持管理を行う。

平成22年から緊急雇用対策事業により、地域子育て支援センターに環境
整備員1人、図書館員1人、あそび普及員2人を配置し、それぞれ業務を
行っていた。絵本やアナログゲームも新しく整備し、当初は利用方法等の
整備や普及等に人員が必要であったが、今後は維持管理のみで運営でき
る。

事業
目的

0

事業
概要

 1,941

 

0

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

0

0

0


